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ラトヴィアのバブル経済崩壊と格差の政治的起源：
東欧EU諸国における政治経済現象の極端例として
中 井 遼
金融危機とは単なる経済現象ではなく，きわめて重大な政治的現象である。
（McCarty et al 2013: 13)
貧困をもたらすのは市場経済改革ではなく，オリガーキ 支配などである
（Balcerowicz 2016)
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は じ め に
本論の目的は中東欧諸国（第 5 次拡大 EU 諸国)
1)
を念頭に，その経済的発展
様態の特徴を概観するとともに，その変動に対する政治的要因の影響を検証す
ることである。特に本論考は，そのうちの 1国であるラトヴィアに着目する。
同国は，中東欧諸国の中でもっとも高い経済成長を果たした一方で，中東欧の
中でもっとも高い格差を経験し，2009 年経済危機時には世界最低のマイナス
成長を経験して早々に IMF 支援を受け，その後も失業率が中東欧最高率であ
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） 本稿では，エストニア，ラトヴィア，リトアニア，ポーランド，チェコ，スロヴァキア，ス
ロヴェニア，ハンガリー，ルーマニア，ブルガリアの 10 か国を指す。
るという点で，中東欧諸国の政治経済的課題をもっとも極端な形で示してい
る。ところが，その背景にある政治的影響（特に政党政治の影響）については，
これまでほとんど分析の蓄積がなされてこなかった。
1990 年前後に民主化を果たした中東欧諸国は，同時に市場経済への移行を
果たし EU加盟を 2004 年（ルーマニアとブルガリアは 2007 年）に果たした。各
国は市場経済転換直後にこそ，経済システムの大規模な変革に伴う移行不況を
経験したが，その後は順調にプラス成長を進め（2008-9 年のリーマンショック
の時期のマイナス成長を除いては）年率 5％から 10％の一人当たり GDP 成長率
を記録し続けてきた。その際，最も顕著な成長を示したのがラトヴィアであ
り，各国統計の出揃う 1995 年の GDP 水準を 1 としたときの変化率を見ると
ラトヴィアのそれがもっとも高い成長を示していた（図 1)
2)
。
他方で，その経済が下落する際に特に顕著な傾向を示したのもラトヴィアで
あった。2009 年の世界的マイナス成長時に，マイナス成長下位 20位以内に中
東欧 10ヶ国の 7カ国が入り，またロシア等の旧共産圏主義諸国も含めれば 12
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） なお，指標を GDP/caipta に変更したり，基準時期を 1990-1995 平均あるいは EU加盟年に
しても，同様の傾向が表れる。
図 1：各国の成長速度の違い［黒太線・灰四角マークがラトヴィア]
出典：World bank, GDP（current US$［2005］）をもとに，起算年を 1として筆者作成
注：国名略記は ISO3166-1 準拠（以下同様）
カ国が含まれた。プラス成長を果たしたポーランドを例外として，中東欧の残
る 2国も世界平均以下の成長率であった（図 2）。この際，ラトヴィアは中東欧
でもっとも深刻なマイナス成長（−18％）を経験したが，それは中東欧のみな
らず世界最低のマイナス成長であった
3)
。この数値から，ラトヴィアは同時期
の金融危機の打撃をもっとも強烈に受けた国だと解されることもあるが，2008
年 9月のリーマン・ブラザーズ破綻以前の 2008 年第 1四半期の段階ですでに
ラトヴィア経済はマイナス成長に転落しており（詳細後述），世界的な金融危
機とは無関係に不況へと突入していた。ラトヴィアの強烈な不況の原因は，世
界的な金融恐慌によって追い打ちをかけられはしたであろうが，そもそもの原
因はより内生的なものであったと解される。
市場経済化に伴う格差問題についても，EU加盟以降のラトヴィアは高い水
準を示している。再分配後所得に基づくジニ係数は中東欧諸国でもっとも高い
（図 3）。これは中東欧の中では相対的に後進であるブルガリアやルーマニアを
しのぐ水準であるし，OECD 諸国との比較でも高い水準である（詳細後述）。
もともとラトヴィア経済において同係数が高かったわけではなく，市場経済導
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） ただしこれは当時世銀が発表した 2005 年 USドル換算データ（季節性調整なし）に基づく。
近年の 2010 年 USドル換算データではもう少し緩やかな数値となっている。
図 2：2009 年経済危機時のGDPマイナス成長下位 20 カ国＋α
出典：World Bank,（2005 年 US ドル換算）より筆者作成
入直後にはむしろ平均的な格差水準に過ぎなかった。相対的貧困層比率の EU
加盟以降平均では，ルーマニアについで 2番目である（表 1）。ルーマニア・ブ
ルガリアというやや後進の 2007 年 EU 加盟国を除けば，一つとびぬけた水準
にあると言える。
なぜ，ラトヴィアは，かように激しい経済変動と高い格差に直面するに至っ
たのであろうか。体制転換以降の（特にEU加盟前後からの）急速な経済成長と
バブル崩壊ならびに拡大する格差は，中東欧諸国に広く見られる共通の傾向で
あるものの，無論その各国間の差異に対する分析も当然試みられてきた
（Knell and Srholec 2007, Myant and Drahokoupil 2011, Dutkiewicz and Gorzelak
2013）。ところが，規定要因として社会経済的要因に焦点を当てた分析は多く
ある一方，国内政治要因からの分析はさほど蓄積されてきていない。本稿が着
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図 3：各国のジニ係数（再分配後所得）の変化［黒太線・灰四角マークがラトヴィア]
出典：Solt（2009）および SWIIDデータ（ver4）より筆者作成
表 1：相対的貧困人口比率［EU加盟後-2013平均］（％)
出典：World Bank, Poverty headcount ratio at national poverty lines（％ of population）より筆者作成
目するラトヴィアを含むバルト諸国の経済危機の分析についても一定の蓄積が
あるものの（比較的早い段階に提示されたものとして Aslund and Dombrovskis
2011, 小山 2011），純経済学的な分析がほとんどで，個々の政府介入や政治的ア
クターの影響については，依然として明らかではない点が多い。
以下本稿では，まず 1節でラトヴィアを含む中東欧諸国（ポスト共産主義諸
国）の経済変動や格差問題の状況についての全体的傾向を分析し，何が着目さ
れるべき要素なのか検討を行う。具体的には，EU加盟以降は純経済的要因よ
りも政府財政支出などの政治的統制をうける要因が影響を与えていることを示
す。2節以降では，計量分析では明らかにできない，具体的な因果メカニズム
の追跡や，指標化困難な要素の影響などを明らかにするため，ラトヴィア政治
経済の事例研究を行う。まず 2節でラトヴィア政党政治の特徴を整理し，3節
ではバブル経済とその崩壊に政党政治が与えた影響を論じ，4節ではラトヴィ
アの高格差に政治状況が与えた影響を論じる。主たる分析期間は，EU加盟の
2004 年から直近総選挙の 2014 年ごろまでとする（ただし，背景情報として加盟
前の政党政治の状況についても確認する）。ラトヴィアの事例研究から示唆され
るのは，①選挙駆動的かつ pro-cyclic な政府支出が，再選を目指す与党・政府
の介入によって実施され，急速なバブル経済とその崩壊が招来されていった過
程，そして②野党を含め左派政党が脆弱な中で，新興企業家勢力と政治エリー
トの結託により，経済成長が格差拡大に寄与していく過程である。
1. 経済変動の計量分析：東欧の傾向の確認
1.1 EU加盟前の状況
それぞれ小さな国内市場しか有さず，かつ共産主義時代の計画経済からの移
行を果たした中東欧諸国にとって成長上重要であったのは，いかに市場経済に
適合し，外資を誘導し，国際競争力ある産業・通商を確立するかにあった。特
にEU加盟を目指すキャッチアップの段階においては，このような自由主義的
な改革をいかに推し進めることができたか否かが，各国の経済成長上欠かせな
い要素であった。このような目標は政治的な党派性を超えて共有され，各国は
政権の左右に応じてその改革の速度や資本主義の形態を調整しつつも，自由経
済への移行という大枠の範囲内で当該改革を推し進めていった（同地域の VoC
論として Lane andMyant 2007，反対に同地域の外資導入政策の収斂について論じた
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ものとしてDrahokoupil 2009）。
実際に，EU加盟以前に限定した各国経済指標パネルデータに対し，Levine
and Renelt（1992）によって経済成長への統計的有意性が確認された 2つの変
数⑴外資流入額対 GDP比，⑵政府財政支出額（対 GDP比），さらに⑶市場改
革に影響を与えると想定される政権の左右党派性
4)
，を加えた回帰分析（パネ
ルデータ分析［固定効果モデル，残差不均一分散頑健推定量，AR(1)モデル］）を実
施すると，特に外資誘導（外資流入額対 GDP比
5)
）に成功したか否かが各国の
経済成長率（GDP/capita 変動率
6)
）に大きく寄与しており，他方で各国政権の
党派性や政府財政出動（対 GDP比
7)
）の大小は各国の経済成長を規定しておら
ず，純粋に市場改革制度の成否が重要な要因であったことがわかる。従属変数
の 1年ラグ値も当然ながら有意な影響力を持つ（表 2）。
また，同時期においては，このような自由主義的改革に基づく成長は，各国
の産業を成長させ雇用を創出することに寄与しており，格差拡大等にも繋がっ
ていなかった。従属変数をジニ変数・失業率に変え，さらに先述の経済成長率
を独立変数に加えて，トレンドに対応する AR(1)モデルで分析する限り，自
由主義的改革に規定された経済成長が，失業の減少に寄与していることが分か
る。また，格差指標であるジニ係数（再分配後所得)
8)
は，概ね前年度従属変数
によって（および表中に現れない各国固定効果によって）説明されており
9)
，自由
主義的改革に付随する格差の拡大，といった現象は確認されていなかった（表
2）。
1.2 EU加盟後の苦悶
ところが，キャッチアップの段階を終えた EU 加盟以降の時期に限定して
（原則 2004 年以降だが，ルーマニアとブルガリアは 2007 年以降である），先述と同
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） ベルン大学CPDS-III データに依拠。左派政権ほど大きな値を取る。
） World Bank データ Foreign direct investment, net inflows（％ of GDP）
） World Bank データ GDP capita growth [2005 年 US ドル換算]
） World Bank データ General government final consumption expenditure（％ of GDP）
	） Solt（2009）による変数を利用。そのアップデート版である SWIID（標準化世界所得収入
データベース）ver4.0 を利用した。

） 所得格差を対象とする回帰分析では社会の高齢化（度）の影響も考慮すべきであろうが，数
年の間に人口構成は大きく変化しないのでひとまず国別固定効果を通じて統制されているもの
とする。
様の分析を行った場合，異なる結果が示される。
まずその経済成長率を従属変数に採った際，EU加盟以前に有効な変数とし
て効果を持っていた外資流入規模の統計的有意性が失われ，代わりに，政府の
財政出動が正の効果を持つようになり，各国政府の財政政策がその経済成長を
規定する構造が産まれていることが示される。これらの傾向は，リーマンショ
ックによる影響が甚大に見られた 2009 年ダミーを投入しても同じである（表
3）。他方，政権の左右党派性は依然として有意な影響を及ぼしていない。旧共
産圏の市場化･自由化による成長（や下落）については，しばしば外資資本や，
右派政権に主導される自由主義改革の影響が語られるが，近年の東欧各国にお
ける経済変動に限って言えば，外資誘導の規模や，自由主義改革の速度を規定
する政権党派性は実質的な影響を与えておらず，むしろどのように政府の財政
支出が規定されたかが重要であることがわかる。
次いで，失業率や格差の拡大について，先述と同様の分析をEU加盟以降の
時期に絞って行う。同分析から示唆されるのは，経済成長と経済的平等の間に
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表 2：EU加盟以前中東欧諸国の経済成長・格差・雇用にかんする
パネルデータ分析（固定効果モデル)
注：各国の初期条件は固定効果内に内包される（以下同様）
トレードオフが生まれてきた側面である（表 4）。
格差について言えば経済成長がジニ係数の増大に正の効果を与えており，
EU加盟以降，経済成長の恩恵が富裕層に傾斜して配分され，貧困層に恩恵が
いかず，格差の拡大につながっている面が示唆される（その反面，外資流入は，
むしろ平等性を高める効果を持っている可能性が本結果から推測される）。失業につ
いては一国の経済成長がその低減に寄与しているというEU加盟前にも見られ
た（ある意味では至極当然な）関係が維持されているものの，他方で前年度政府
支出の増大がむしろ失業を増大させる関係が見出される。失業率と政府支出の
関係を考えると，失業の増大が政府への支出圧力となっている論理が考えられ
るだろうが，本分析では失業率のもつトレンドについては前年度変数を統制す
ることで打ち消している事に加え，政府支出の変数は前年度のものを用いてい
るため，ある年の政府支出が増大すると翌年に失業リスクが増加する関係があ
ると解せられる
10)
。
ここまでの分析を総合すると，近年の中東欧諸国が有する政治経済上の課
題・傾向に関して，大まかに 2つの点が指摘できる。1つ目は，近年の各国に
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表 3：EU加盟後の中東欧諸国のGDP/capita 成長率にかんする
パネルデータ分析（固定効果モデル)
おける経済成長は，外資誘導の成否や単純な政権の党派性（右か左か）より
は，むしろ政府の財政政策によって規定されており，その積極的な財政出動が
経済成長を過熱させる効果をもつ一方で失業率増大リスクを高めるという点で
ある。2つ目は，経済成長が格差の拡大に寄与しているという点である。総合
すると，政府財政支出の在り方が各国の経済変動を規定し，さらにそれが格差
の在り方にまで影響を及ぼしているという事になろう。ならば，ラトヴィアの
激しい経済変動や高い格差も，政府財政支出の在り方や，成長の果実の分配方
法の在り方によって規定されていると類推することが可能と考えられる。
民主主義国家にあって財政支出や分配方法を最終的に決定・統制するのは，
議会であり，そこで展開される政党政治である。しかし，諸政党がどのような
競争構造のなかでどのように政府支出・分配を規定したか分析するに当たり，
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10） 政府の前年度支出増大をみた労働者がリスク感を減らし，自発的な失業を行いやすくなった
という解釈はありえるかもしれない。ただしここで直接見ているのは因果効果のみであるから，
間にある因果メカニズムは不明である。
表 4：EU加盟以降の中東欧諸国の格差と失業に対する
パネルデータ分析（固定効果モデル)
明確に操作化され比較容易な指標を通じた分析から接近することは困難であ
る。このような場合，深く政治的文脈を抑えて実施される事例研究を通じて，
どのようなメカニズムや政治的要因が，バブル経済とその崩壊，高い格差と貧
困を生み出してきたか，仮説構築的に明らかにすることが重要となる。以下で
は，簡単にラトヴィア政党政治の背景情報を整理し，ついでそれらとバブル経
済とその崩壊の連関を分析し，さらに格差拡大に影響を与えたと推測される諸
要因について分析する。
2. ラトヴィアの流動的な政治状況
2.1 概 況
確立された民主主義諸国ではない中東欧各国において，選挙の前に新しい政
党が現れたり，有権者の支持が大きく変動したりする事は珍しいことではな
い。とくに民主化直後の時期にはより強くみられた傾向であるものの，ラトヴ
ィアはこの側面をもっとも顕著に表しており，かつ近年もなおその政党システ
ムの堅固化を見ていないという点で非常に不安定性の高いシステムである
（Rose and Munro 2009）。政党システムが流動的であることは中東欧に共通して
みられる傾向であるが，ラトヴィアではその高さが突出している。中東欧諸国
の中でも特に，高い平均有効政党数（ラークソ＝ターケペラ指数），高い選挙変
異性（ペデルセン指数），短い政権存続期間を示すのが，ラトヴィアである（表
5）。
この政党システムの不安定性と大いにかかわるもう一つの特徴が，政治汚職
やオリガルヒ（オリガルヒヤ)
11)
の存在感である。統制経済からの離脱に伴い，
国有財産を民営化する局面においては，政治的な決定権をもつ者やその決定に
影響を及ぼすことを通じて，特定の個人や集団が自己の経済的便益の増大を合
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11） 旧共産圏の新興財閥・政商としてロシアのオリガールヒ／オリガールヒヤ（Олигархи / О
лигархия）が有名だが，ロシア語でも表記の揺れがあるように，ラトヴィア語でも同様の揺
れ（Oligarhi/Oligarhija）がある。ギリシャ語に由来するのは後者の表現であるが，ラトヴィ
ア語の文法上，前者の方が男性複数形の形態をとっているため，ラトヴィア国内では前者も頻
繁に用いられている（正確な理由は不明だがラトヴィア国内で知名度の高いオリガルヒが男性
かつ複数であるためかもしれない）。これに倣い本稿でも便宜上オリガルヒに統一して表記す
る。
法的に行うことが可能であった。このようなオリガルヒの存在や，国家財の合
法的収奪は旧共産圏においては多かれ少なかれ見られたが（その強弱の規定要
因の研究例としてGrzymała-Busse 2007），ラトヴィアはその側面が非常に強い国
の一つであり，トランスペアレンシーインターナショナルが発行する汚職認識
指数（CPI）が中東欧全国を対象に含めた 1998 年には，ラトヴィアは中東欧最
悪の汚職認識指数を与えられた（現在はルーマニアやブルガリアの方が悪い水準
である）。1990 年代から 2000 年代にかけて，ラトヴィアの政党の多くは，経済
エリートが自らの経済的便益を追及するための政治的組織としての側面を有し
ていた。東欧諸国では唯一，政党助成金が近年まで存在せず，特定経済エリー
トの支援なしに政治活動を行うことが困難であることもこの傾向に拍車をかけ
ていた。ラトヴィアの「政治的不安定性は，政策イデオロギー上の違いによる
ものではなく，政界と財界のつながりの強さによって特徴づけられ」（Eco-
nomist Intelligence Unit 2000），「特定個人にに対する信頼」（Pabriks and
Stokenberga 2006）が重要な役割を果たした。
民族問題やナショナリズムの問題が依然として顕著な政治的争点であるラト
ヴィアでは，「左」にやや親マイノリティ（ロシア系）政党が位置し，「右」に
ラトヴィア・ナショナリズムを標榜する政党があり（この構造はやや特殊ラトヴ
ィア的である），その間に多くの中道右派政党がひしめき合っている議会状況で
ある。その中で安定的に中核的な位置を占めることに成功した政党は過去 20
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表 5：中東欧諸国の政党政治の諸指数
年現れず，新たな中道右派政党が現れては，国民の期待を集めて選挙で勝利し
政権を担い，他の中道政党との政争や汚職・不況の影響で支持を失い，また別
の中道右派政党の台頭を見るという状況を繰り返している。以下では，そのよ
うな諸政党の動向について，独立回復以降の経緯を簡潔に要約する。
2.2 歴史的展開
1991 年の独立回復・民主化直後に中道政党で大きな支持を獲得したのは，
独立運動の参加者や共産党改革派によって形成された「ラトヴィアの道
（LC）」であった。出発選挙（1993 年選挙）で勝利したラトヴィアの道，そして
そのリーダーのイヴァルス・ゴドマニス（Ivars Godmanis）のもと，国有財産
の私有化が行われたが，この過程では多く不透明な私有化が実施された。象徴
的な例は，当時随一の事業家にてパイプライン業界大手役員のクリシュトパン
ス（Vilis Krištopans）が，その所管官庁の国土交通大臣になったケースである。
与党への不信から 1995 年総選挙で勝利したのは異なる政党であった。
1995 年総選挙では新政党が勝利しただけではなく多数の政党が当選し（た
だし 1998 年総選挙まで持たずに多くが消滅），連立形成は失敗した。長期にわた
る政権不在を避けるために妥協案として，当時無党派で財界出身のアンドリ
ス・シュチェーレ（Andris Šķēle）が指名された。国内主要飲食料企業のほぼ
全てを網羅した AveLatコンツェルンのトップであり（そしてそれゆえに当時は
有能なビジネスマンという認識・国民的人気があった），家族経営と同グループの
資本関係を通じてゴミ回収企業から要人警備企業まで有し
12)
，はては国内主
要メディアの重要株主でもある人物であった。クリシュトパンスとシュチェー
レはラトヴィアで最も豊かな 2人であった（Norgaard 2000）。
シュチェーレは首相として汚職を止めるのではなく，むしろ 1998 年に自身
の独自政治勢力「人民党（TP）」を立ち上げる事となる。新勢力の人民党は
1998 年総選挙で「ラトヴィアの道」に正面から対抗姿勢をみせ，移行経済に
伴う当時の不況によって与党不支持の態度を有す多くの有権者を引き付けた。
人民党は，結党から 1年を待たずして行われた同選挙にて最大の議席を得る。
「ラトヴィアの道」は連立工作を通じて，選挙直後こそ，人民党を与党から排
斥することに成功し，クリシュトパンスによる政権掌握にこぎつけるが，1年
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12） なお，すでにこれらの企業の売却で巨額の利益を得ている（LETA 2014a, 2014b）。
と持たずに政権を人民党に明け渡す。シュチェーレはその後，影響下にある人
物を後任にし，自身は選挙には出ず，民主的統制の枠外から党内支配を行いつ
づけた（Johansson 2014）。
2002 年総選挙で第 1 党の地位を得たのはまたしても新政党である「新時代
（JL）」であった。既存勢力の腐敗を正すことを旗印に立てられた同党は，1996
年に政治資金法には抵触しないものの莫大かつ不透明な資金供与を多くの企業
から受け（Grzymala-Busse 2007: 219），中央銀行総裁を党首とすることで立ち
上げられた。第 1党の地位を得た「新時代」は，目下の政敵である人民党を政
権から排しつつ，他方で同時期に連合形成がなされた「緑・農民連合（ZZS）」
その事実上のトップは工業都市ヴェンツピルス市長でラトヴィア西部の財界
を掌握するアイヴァルス・レンベルクス（Aivars Lembergs）という人物であ
る および，また別のオリガルヒで不動産業界を支配するアイナールス・シュ
レッセルス（Ainārs Šlesers）が立ち上げた「ラトヴィア第一党（LPP）」と政権
を構成する。新時代に担ぎ出された元・中央銀行総裁の首相は，反汚職法案を
提出するが，連立内部より「独裁的である」との批判をうけ政権は瓦解する。
ふたたび政権の主導権は人民党の手に渡る。
当該人民党政権下でラトヴィアは未曾有の好景気を経験し，2006 年総選挙
は現職カルヴィーティス政権を追認することになる。これはラトヴィア独立回
復以降，初の与党勝利であった。頻繁な首相交代のあるラトヴィアにおいて，
同政権は（当時のラトヴィアとしては前例のない）長期政権を経験した。同首相
はシュチェーレとの密接な関係を表向きは否定しつつけていたが，2002 年に
組織された汚職予防対抗局（KNAB）の局長を 2007 年に強制的に解任しよう
としたことをきっかけにその地位を失うことになる。急速な成長に伴うインフ
レにより有権者から同政権への不満は高まっていたが，政権による恣意的な汚
職予防対抗局長解任動議は強烈な反発をうける。議員の中には，態度を決めか
ねていた者（あるいは汚職局の存在意義自体を疎ましく思い，カルヴィーティスに
同調する者）も多数おり，カルヴィーティスの政治的延命は可能ともみられて
いたが，解任決議数日前の駐ラトヴィア米国大使による異例のスピーチ
13)
と，
おそらくはそれに触発された国民による大規模議会包囲デモ
14)
を受け，政治
エリートの多くがカルヴィーティス支持を撤回し，同氏は自発的な辞職へと追
い込まれた（Ikstens 2008）。
カルヴィーティスの後釜は，かつての「ラトヴィアの道」の（そして当時は
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また別のオリガルヒ政党「ラトヴィア第一党」と合併していた）ゴドマニスであっ
た。ゴドマニス政権が成立したのはラトヴィアのバブル経済崩壊前後であり，
国内最大銀行の破綻の追い討ちや，有効な対策を打てないことによる不況の加
速が，再びの大規模デモと首都中心部における暴動へと発展した。ゴドマニス
は政権維持をあきらめ，政権は「統一（V）」に継承された。首相には，EU閣
僚であったヴァルディス・ドンブロフスキス（Valdis Dombrovskis）が招聘さ
れた。同党はかつての「新時代」を母体とし，小政党との合併を通じて名称が
新しく発足した政党である。2007 年デモの国内組織者として主導的役割を果
たしたのは，国内最大紙ディエナの編集長だったが，その本人も「統一」の所
属であった
15)
。「統一」政権は，民主化後に増加し続けた公務員を対象とした
大胆な予算・人員削減等を通じて IMF の想定以上に早いペースでその財政均
衡を回復した。
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13） 本講演自体は，ラトヴィア国内政治の状況とは無関係に，アメリカとラトヴィアの友好関係
を語る場として以前から予定されていたものの様である。にもかかわらず主旨として「いまラ
トヴィアは民主主義を失う局面にある」というそれ自体やや踏み込んだ内容であったことが驚
きをもって受け止められた。だがそれ以上にもっとも着目されたのは，ラトヴィア政治の改善
に努める多くの個人への敬意表明と，それに続く「But, I have to say, I have also seen them
beaten down by having to take instructions from unelected officials in the clouds, or down by the
sea.」という部分であった。特定の個人を上げない，内政干渉に至らぬようぼかした表現であ
ったが，「in the clouds」と「by the sea」という文学的表現が何を指すかは多くのラトヴィア
政治の文脈からは明らかであった。首都リーガに雲を割ってそびえたつTV塔に象徴されるメ
ディアを掌握するシュチェーレと，バルト海沿岸随一の大都市ヴェンツピルスを支配するレン
ベルクスのことであった。
14） 先述の米大使による演説の内容は当時既に定着していた国産 SNS（Draugiem.lv）を通じて
ラトヴィア語版が流布されるまでに至り，2日後の議会包囲にいたった。独立運動以来最大の
反政府集会となり，また当日は雨で参加者の多くが雨傘を指して参加したことから，この政権
追放劇は後に Lietussargu Revolucija，すなわち雨傘革命と呼称された。2008年にはすでに，
Umbrella Revolution の名で複数の英語文献において言及が見られ（先述の Ikstens（2008）を
含む），奇しくも 2014 年の香港雨傘革命の名称を先取りするものであった。
15） ただしディエナ紙は 2010 年のオーナー交代劇によりその株式をラトヴィア RTO社が保有
しているが，同 RTO社の株式は，36％をシュレッセルス，24％をシュチェーレ，20％をレン
ベルクスが保有している（Petrova 2011）。編集長は 2011 年総選挙で落選したが，古巣のディ
エナに戻ることは（当然ながら）できなかった。ディエナ紙のオリガルヒへの敗北により，ラ
トヴィア国内主要 3 紙のうち，特定政党リーダーの支配下にない新聞はなくなってしまった
（残る 2紙のうち，NRA紙はレンベルクスの支配下（Bengtsson 2011），LA 紙はナショナリス
ト政党 TB/LNNKの支配下［もはや機関紙］になっている）。ディエナ紙の買収に反対して辞
職したジャーナリストによって作られた週刊誌 ir が現在は政治的統制の無いメディアだとみら
れているが，全国規模の日刊紙については全てオリガルヒ統制下にある。
人民党とラトヴィアの道／第一党連合は，選挙連合「良いラトヴィアのため
（PLL）」を形成して数議席を確保していた。「統一」政権は大胆な公務員人員
削減等を通じて急速にその財政均衡を回復していたが失業率は高いまま維持さ
れた。また，国内政治では経済問題よりも汚職問題の方が重要な局面をもたら
した。オリガルヒの 1人，シュレッセルスに対する汚職嫌疑が濃厚になり，汚
職予防対抗局による抜き打ち的な一斉捜査から，最高裁裁判長よりシュレッセ
ルスに対する家宅捜査がもとめられたものの，議会はシュレッセルスの免責特
権停止を拒否し，またそもそも同局の捜査計画が内通者によって事前に議員ら
へと漏れていたことが判明した（The Baltic Times 2011）。事態を重くみた大統
領［本来は象徴的存在］は，国民が自宅にいる夕方の時間にメディアを通じて
緊急会見を放送。その放送を通じてラトヴィア憲政史上一度も用いられてこな
かった（ラトヴィア憲法は 1918 年版から継承されている）議会解散提案権行使の
大統領令を発令する。熱狂的な国民投票の結果議会解散が決定，2011 年にふ
たたび総選挙が実施された。
2011総選挙では，ロシア語系住民政党が第 1 党の地位を得たものの，政権
与党は引き続き「統一」が担った。「良いラトヴィアのため」は議席を得なか
ったが，これは母体となる人民党が解党したこととも関係している。人民党は
解党を決議し，多数の地域政党へと分裂した。この多くの地域政党は 2014 年
にラトヴィア地域連合という新政党を結成し
16)
，直後に行われた 2014 年総選
挙において少数ながら議席を確保している。2014 年総選挙では「統一」が勝
利を収めたものの，今度はその「統一」政権が汚職予防対抗局と敵対する（4
節にて詳細後述）。
3. ラトヴィアバブル経済とその崩壊の政治的起源
3.1 バブル崩壊までの経緯
EU 加盟以降のラトヴィア経済が好況に沸いた事は既に述べたとおりであ
る。計画経済からの脱却に伴う不況を経験した後，自由化と外資誘致策，相対
的に低い労働賃金を生かした国際競争を通じてその経済成長を着実に進めてい
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16） この関係を白日の下にさらしたのは，同国の政治グループ「愛国左派」のレポートである
（Kreisie Patrioti 2013）。
た同国であるが，EU加盟以降はよりその成長速度を高めていき，連続 2ケタ
成長を続けていた。経済は活性化し，失業は減少し続けた。かつての「アジア
の虎」にかけた「バルトの虎 Baltic tiger」という言葉も生まれ国際投資市場
でもてはやされる状況が続いた。
ところがこの急速な成長に伴う急速な失業率減少が，労働賃金の上昇を引き
起こす。さらに EU加盟以降の出稼ぎ（特に新規加盟国からの労働流入規制をか
けなかったイギリスとアイルランドがその目的地であった）の増大が，国内労働力
不足を加速させた。労働賃金は急激に上昇し，高い賃金を得られるようになっ
た労働者たちが国内消費を増大させ，経済は徐々にそして確実に過熱状態に突
入した。EU加盟に伴う構造基金をはじめとする種々の補助金・助成金が国内
へと流れ込んだことも，国内経済の加速に関与した。平均賃金は年率 5％から
20％ほど上昇した（2007 年には前年比 1.6倍という数値を経験した）。消費ブーム
と外資金融機関の提供する相対的に低い金利が，与信増大と不動産価格の高騰
を生み出した。住宅価格は 2004 年からの 3 年で 3倍から 5倍へと急上昇し，
特に不動産価格の上昇は激しく，GDP の成長をはるかに超える速度で不動産
価格は値上がりしていった
17)
。
このようなバブル的活況を押しとどめるべき政府は，むしろその経済の過熱
に加担した。急速な国内経済の成長ないし加熱は政府の税収増をもたらした
が，ラトヴィア政府（特に当時の人民党カルヴィーティス政権）はこの増大した
税収をもちいて国家財政の健全化・黒字化に充てることなく，むしろ恒常的に
追加予算編成を行って積極的に市場へと還流させた。この点が，他の中東欧諸
国と大きく異なる点の一つである
18)
。2006 年総選挙時に不動産バブル対策の
必要性を主張した与党は皆無で，むしろもっと加熱させることが好ましいとさ
え主張して，その経済果実の増大のみを主張して選挙に勝利した（Purs 2012:
147-9）。税収増を理由として，この 2006 年の選挙後には，政府与党は自分た
ちにも国費から 1 か月分の追加ボーナスを支出したほどであった（このボーナ
ス予定は選挙前から国民には知られていたようである［The Baltic Times 2006a］）。
2005 年の段階で IMFはラトヴィアに対して経済的過熱を抑制するよう警告
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17） これらの状況についての詳細として，小山 2011。
18） 隣国エストニアでも類似のバブル経済は存在したが，政府は増大した税収を国庫に蓄積し
た。そのため社会保障費増大や税収減に対して耐えられることができ，不況の影響を相当程度
緩和することができた（隣国ラトヴィアに経済支援を行ったほどである）。
を行っているが，この提案をラトヴィア政府は黙殺した。2006 年には再び，
世界銀行がその失業率現象が好ましい兆候ではないことを警告し（Graham
2006），IMF が特にクレジットバブルの恐れから貸し付けに関する規制を設け
るよう政府与党に求めるが（The BalticTimes 2006b），政府は楽観的であった。
国内で枢要な地位を占める，北欧系の銀行の Nordea（国内シェア 5 位）や
Swedbank系の Hansabank（国内シェア 1位）も，現行経済が実態無き過熱状
態にあることを指摘していた（The Baltic Times 2006c, Graham 2006b）。
実体経済成長以上の速度で上昇するインフレ等に対しては，国内外から引き
続き懸念が表明され続けていたが，与党人民党は，経済状況は安定的な成長の
範囲であり，仮に現行経済がインフレであるとしても，それは外部要因による
ものであって政府にできることは何もないと，半ば開き直る表明を行うように
なり，当時から提案されていた（投機的な不動産購入を抑制する効果がある）不
動産取得税導入等は実施せず，また国内の非外資系銀行はリスクある不動産購
入投資にも資金を貸し続けた（Peach 2007a）。国内系金融機関の Parex 銀行
（国内シェア 3位）は政府見解に追随しており，「経済の事を何もわからないジ
ャーナリストが，ラトヴィアが破滅に向かっているなどと書き立てている」と
調査レポートで報告し，さらには「（バブル崩壊危惧論は）バルト諸国に対する
攻撃プロパガンダだ」とさえ論じた（Peach 2007b）。
2007 年 2月には，世界銀行がラトヴィアの将来予測の 1つとして，「（政府に
よる対策が何もなされなかった場合）国内需要はこのまま上昇し続け，ある時に
突然その信用を失い，銀行からの資金引き出しが発生して，不動産価格が急激
に下落し，経済が崩壊する」という崩壊シナリオを発表する（The BalticTimes
2007a）。スタンダード・プアー社はラトヴィアの信用格付けを negative に変
更した（小山 2011: 45）。
4月になってもインフレはとどまらず，輸出商品の国際競争力は急速に低下
していったが，クレジットバブルも膨張しつづけた
19)
。政府は 2007夏ごろに
なってようやくインフレを抑制する策を取り始めたが（その 1 つには，首相が
国民に対して「お金をかりないで」とラジオで呼びかけるだけ，という実効性の乏
しいものもあった［The Baltic Times 2007b］），不徹底したものであり，かつ遅す
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19） なお，ある新聞記者のレポートでは，架空のローン申し込みを複数銀行に対して行ったとこ
ろ，一番「渋い」回答を寄越したのは北欧系の Nord だった。
ぎた。生産活動はとうに国際競争力を失っており，それに続いて融資も減速
し，経済活動は一挙に縮小した（ただしインフレだけはしばらく続いたので一時
的にスタグフレーションであった）。このプロセスは，先述の世界銀行による
（またラトヴィア国内で報道もされていた）崩壊シナリオに完全に合致していた。
はたしてかくしてラトヴィアのバブルは 2007 年にはじけ，街には大量の失
業者が生み出され，体制転換以降一貫して減少傾向であった自殺率は反転急増
した。そこに 2008-9 年のリーマンショックによる打撃が加わり，国際的な投
資引き揚げの傾向の中で，国内資本銀行としては最大の Parex銀行が破綻し
た。政府は同行を即座に国有化するが，預金引出しは制限せず，資金は流出し
続けた。党の政党政治家らが同行と密接な関係にあり大量の預金を有していた
ので，その資金を引き出せなくなると自身の政治活動に支障がでるからであっ
たからと見られている（Spriņge 2012）。独立直後から運営を続け，ロシア金融
危機時にも生き残った，国内最大銀行破綻の影響は甚大であった。公的性質の
強い金融機関であるラトヴィア貯蓄銀行（krajbanka）も 2011 年 11月に破綻
した。その直接の契機は主要株主の破産にあったが，オリガルヒが同行を脅迫
し，同行の支払い能力をこえる融資をオリガルヒ関連企業に実施させたことも
一因であった（Martina and Bogdanas 2012)
20)
。
バブル崩壊後の政権を担ったゴドマニス政権が適切な対応を取れなかったこ
とは 2節で述べたとおりである。IMF からの支援策には当然ラトヴィアの政
府支出を抑制する項目が多数含まれていたが，その調整に失敗して国民と大統
領の双方から不興を買い辞職に追い込まれた。なおこの調整失敗の原因は，ラ
トヴィア政権側が IMFの意向を承服しなかったためであるとみられていたが，
その後の調査により，調整過程において IMF 代表団メンバーに対して脅迫
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20） 当初は破綻調査の一環で不透明な支出を行ったとしてロシア人経営者が逮捕された。同ロシ
ア人経営者の利己的な不正支出と思われていたが，この支出は，複数の資本関係を経由して当
時レンベルクスやシュチェーレなどの国内オリガルヒが経営権を有している国内航空企業に最
終的に流入していることが判明した。その企業の経営が芳しくない中で，同銀行破綻 2 か月ほ
ど前に行われた支出が，「支出要求は完全に同行の限界を超えていたが，支出しなければ国交省
が預けている全資金を引き揚げると脅されて実施した」ことが判明した。証言者は圧力をかけ
たオリガルヒの名前を（自身と家族の命のために）明かしていない。国内報道では，（国交省筋
への影響力から）シュレッセルスではないかと考えられており，そうでなくともレンベルクス
かシュチェーレの 3大オリガルヒのいずれかによるものと見られている。無論，独自調査に基
づいて報道されたのみであり，逮捕はされていない。
SMSが送られ，生命の危険を感じたあった IMF代表団がラトヴィア国外に脱
出してしまった経緯があることが判明している（Bloomberg 2010）。IMF の提
示する緊縮財政で不利益を被る勢力からと思われ，上 Parex 銀行筋からの脅
迫という見解（Kolyako 2010）もあるが，全容は明らかになっていない。
後継の「統一」政権は IMF の提示する緊縮財政策を粛々と実施する。付加
価値税を上昇させる一方で，先述したように公務員人員・予算カットを中心
に，大規模な支出カットが行われた。特に狙い撃ちされたのは教育・保険分野
で，国内の病院の 3分の 2が閉鎖され，一部の学校教員も職場ごと失職し，児
童手当も減額となった（小山 2011）。2010 年選挙前の選挙戦では，「統一」が
徹底した緊縮財政を主張する一方で，人民党やラトヴィアの道などの元・与党
グループは苛烈な支出カットと増勢が国民経済を疲弊させると主張した。結果
的に「統一」が選挙で勝利し，緊縮財政のおかげで財政バランスは回復，労働
賃金が一挙に下落して再び国際競争力が上昇したことから GDP は再び上昇に
転じたが，失業率はその後も数年間は高いままであった。
3.2 何がラトヴィアのバルト経済をより過激なものにしたか
EU 加盟後のラトヴィアバブル経済とその崩壊については複数の要因が複合
的に影響していた。先述の分析をまとめると，大きく 4つの要因にわけること
ができる。①急速な賃金上昇と消費ブーム；② EU構造基金によるフローの上
昇；③外資の影響；④膨張的な政府財政政策，である。
これらのうち，①から③まではラトヴィア固有の問題ではないと言えるだろ
う。①について，EU加盟に伴い労働力流出を経験し，国内労働需要が増大し
たのは東欧新規加盟国共通の傾向である。ラトヴィアの 2005 年の労働力流出
（25 歳以上国外出国率）は 5.64％であったが，中東欧 10 か国での平均値が
5.73％であることを考慮するとその水準が突出して高いとは言えない（Bruck-
er et al. 2013より算出)
21)
。②についても，中東欧各国はそれぞれ EU構造基金
の支出対象国である。そして，基本的に EU構造基金は各国 GDP に比例して
配分されており（ルーマニアとブルガリアのみは扱いがやや異なる），ラトヴィア
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21） ただしこの平均値はエストニアの流出率 17.24％にやや強く引っ張られていることには留
意。なお近年の数値も考慮すると，ラトヴィアは，中東欧諸国の中でもリトアニアと合わせて
人材流出が多い国であるが（中井 2016），これはバブル崩壊後の数字によって特徴づけられて
おり，崩壊前の段階では中東欧の中でも突出して人口流出が多かったわけではなかった。
一国だけが他国に比べて過剰な資金流入を経験したわけではない。
③について，実のところラトヴィアの外資流入額はさほど大きくはない。
FDI 流入額対 GDP比を見ると（図 4），確かにラトヴィアが EU加盟前後から
その比率を高めていった傾向は読み取ることができるものの，それが他の中東
欧諸国と比して突出して高いわけではない。そもそも，第 1節でも見たよう
に，外資一般の流入額の大小は，EU加盟以降の中東欧諸国では，経済成長に
対して有意な影響を及ぼしていない。
またラトヴィア経済危機に対して，外資（特にスウェーデン資本）金融のラ
トヴィアにおける支配的地位をみて金融バブルの原因と指摘するものもあるが
（たとえば日本での分析として堀江 2013），外資金融機関の支配的な地位はむしろ
他国の方が強く，現実はむしろ逆である。小山（2011）も指摘するように，ラ
トヴィア以外のバルト諸国では「外資系銀行が圧倒的に支配しているという事
情が幸いし，外国の親銀行がグローバル金融危機に対応したので，これら 2国
は最悪の事態を回避できた」（p48）のである。本稿のラトヴィア国内報道資料
の分析からも示されたとおり，外資金融機関はバブル崩壊に対して早くから警
鐘を鳴らしていたのであり，クレジットバブルを最後まで牽引したのはむしろ
国内資本の金融機関であったし，また国内金融機関は政治的な介入に対して外
資よりも脆弱であったため時に不合理な金融を実施し，それが破綻したことが
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図 4：外資インフロー額対GDP比
出典：World Bank, Foreign direct investment, net inflows（％ of GDP）より筆者作成
危機をより深刻なものにした。
④について，各国の財政支出は，第 1節の計量分析でもその効果が確認され
た要素である。だが，単純な大小関係でいえば，EU 加盟移行 10％代後半
〜20％程度で推移してきたラトヴィアの政府最終消費額の対 GDP比は，中東
欧のなかで突出して高いわけではない。
しかし，事例研究から明らかになったのは，単純な支出の大小だけでは見る
ことのできない，支出の「なされ方」，あるいは支出の波の効果である。先述
の分析が示したのは，Pro-cyclic な支出形態の側面である。カルヴィーティス
政権は 2005 年ごろから上昇した税収分を，追加予算を組んで支出することを
常態化させており（かつ，その実績において歴史に名を残すすだろうと，本人は自
慢げにしていたようである［Goldmanis 2013］），市場にマネーが流れ込みインフ
レを加速させたことは明白である。これが，一見すると活気のある急成長にみ
えたラトヴィアの状況であった。先述の世界銀行報告では，ラトヴィア政府が
第一するべきこととして pro-cyclic な政府支出の抑制が指摘されていたが，当
時のラトヴィア政府はこれを黙殺した。実態無き加速はその後の破綻を招い
た。
一見不合理な財政政策がとられた理由のカギは，政府支出の時間的変動，す
なわち選挙景気循環にある。ラトヴィアの政府財政支出対 GDP の変動をみる
と，国政選挙年に限って平均 3.6％の対前年比増が見られる。ほかの東欧諸国
でも同様の選挙循環的な政府支出が実施されている可能性はあるものの
22)
，
ここまでの高い前年比増は，他の東欧諸国では見られていない。ラトヴィアで
は総選挙時に政府の財政支出比が特に高まる傾向があり，これは明らかに政治
的動機に駆動された経済合理性と無関係な財政出動が行われていることを示し
ている。本統計量は 1993 年総選挙時に観察された，対前年比 10パーセントポ
イントという驚異的な数字によって引き上げられている面もあるが，その他の
総選挙年時も政府消費額は基本的に前年比増となっている。
無論，政治的景気循環論一般として，かならずしも予算の増大が票に繋がる
わけではなく，むしろ支出抑制の方を有権者は好む（またそれゆえに選挙前には
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22） 選挙権威主義体制下の選挙景気循環を分析した東島（2012）によると，民主主義諸国の中で
もポリティスコア 8.7 以下相当の諸国では，選挙時の財政赤字化が 10％有意水準で確認されて
いる。新興民主主義国たる東欧諸国の多くが，この例にあてはまると考えられるだろう。
緊縮財政が確認される）という指摘もある（Peltzman1992）。しかし少なくとも，
バブル崩壊前に長年の政権首班にいた，ラトヴィアの道・人民党といった諸政
党は，これまで政治的に国家財を分配して支持を獲得してきた勢力であったか
ら，当該政権に関して言えば，緊縮財政を掲げたままでは支持層の離心を招く
だけであったと考えられる。そもそも，先述したように，ラトヴィアの政党政
治は極めて流動的であり，選挙戦は政策イデオロギーをめぐる戦いではなく，
各勢力の財界とのつながりや個人的人気を核とするものであったから，恩恵供
与に基づくパトロン・クライエンタリズム的な支持獲得競争が，選挙前には熱
心に展開される政治的背景が存在していた。
4. ラトヴィアの格差拡大とその政治的起源
4.1 格差の諸相
すでに述べたようにラトヴィアの格差水準は非常に高い水準を維持し続けて
いる。ただしその際用いたジニ係数は，全体的な傾向の補足には役立つもの
の，細やかにどのような格差が生じているかは示さない。超富裕層の所得収入
が突出して高くその他の貧困層・中間層の間では比較的所得格差が緩やかな場
合と，貧困層の所得ギャップが強く，中間・富裕層の間では比較的格差が緩や
かな場合でも，ジニ係数は類似した数値を示すからである。ラトヴィアの状況
はこのどちらに当てはまるか検討する。
図 5 は Eurostatより取った所得分配状況を再集計した，各国のボトム 40％
の所得分配比率と各国のトップ 5％の所得分配比率の分布である（2012 年デー
タ）。右下に行けばいくほど総合的な格差が強く，左上にいけばいくほど格差
は小さい。右上は，富裕層への集中が激しいが貧困層の収奪程度は弱い状況
で，左下は，貧困ギャップは大きいが富裕層への富の集中は弱い領域である。
結論からいえばラトヴィアのそれは，富裕層が得る所得比率は非常に高く，し
かし同時に貧困層の得られる所得比率も非常に低い。なお，東欧諸国が，西欧
諸国と比して，体系的に格差の激しい地域ではないこともここからわかる。
経済危機後こそ，ラトヴィアではキャピタルゲインに対する税制導入など高
所得層の所得増大に対する規制が導入されたものの，低所得層に対する是正措
置は看過されつづけている。特に深刻なのは児童貧困の問題で，OECD + EU
諸国を対象としたUNICEF（2014）のレポートによれば，経済危機後の児童貧
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困率はギリシャについで第 2位であり，その上昇率もまた 3位である。さらに
経済危機による貧困率変化の世代別ギャップを見ると，高齢層貧困率が減少し
た（約 10pcp減）のに対して児童貧困率が上がった結果（約 15pcp増），2位の
キプロスにダブルスコアのつけての圧倒的な世代間格差拡大を示している。
格差を是正する社会保障支出の変遷については仙石（2013）がまとめたもの
があるが，ラトヴィアの社会保障関係支出は一貫して低調である。2000 年代
中盤までは，エストニアがもっとも社会保障関係の公的支出費が少ない国だっ
たものの，2007以降はラトヴィアが最低の値を示すようになっている。この
ような格差状況，およびそれを善しとする諸制度がラトヴィアで確立した理由
として（特に他の中東欧諸国との比較で見た場合），本論では，野党を含めて頑健
な左派政党が存在しないことと，（それと部分的に連関する）政治腐敗の影響が
根強く残っていることについて言及する。
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図 5：各国の所得トップ 5％とボトム 40％への富の集中度合い
● EU-15 諸国 ◆東欧の第 5次拡大諸国 ■その他の新規加盟国 ▲非 EU加盟国
出典：Eurostat2012 年データを元に筆者作成
4.2 頑健な左派政党の不在
格差招来の一因は，強力な左派政党がラトヴィアに存在しないことに求めら
れよう。ラトヴィアは歴代の政権構成こそ中庸的な範囲であるものの（冒頭の
計量分析で用いた政権党派性データでも，ラトヴィアは中道政権か中道右派政権の
みを経験しているとされ，完全な右派政権（≒自由主義政権）は経験していないと
される)
23)
，強力な野党左派勢力が存在していない。
ただし，それはこの傾向はラトヴィアにおいて左派的な政策アイディアに対
する人気が無いことを意味しない。European Social Survey 第 4波（2008）を
用い，「政府は所得格差を是正するべきか」という質問に対して，強く同意す
る⑴から強く反対する⑸までの 5段階尺度による変数への住民回答を見ると，
同回答への傾向に関して欧州の東西間に大きな差は無いばかりか，ラトヴィア
はむしろ左派的なアイディアへの同意が強い国であることが分かる（図 6 の
LV）。「ラトヴィアで左派的な政策への人気が無いから，左派的な政策が実行
されず，格差が拡大している」という単純な状況では無い。ラトヴィアにおい
て左派勢力が脆弱な理由について，以下複数の要因を挙げる。
4.2.a 大量の共産党関係者の公職追放
中東欧各国には，それが政権に参与できるか否かは別として，共産党後継政
党が変質を遂げた左派政党として民主化後も政党政治にかかわってきた例が多
い。民主化直後に政権に返り咲いたリトアニアの民主労働党（とその後継社会
民主党）やポーランドの左翼同盟の例や，政権には関与していないものの野党
の一端として政党政治に影響を与え続けたチェコのボヘミアモラビア共産党な
どである。
ところがラトヴィアでは共産党関係者は，民主化後にその多くが公職追放と
いう苛烈な処罰にあい，立候補することができなくなった。旧体制関係者の公
職追放という現象自体は旧共産圏で広範にみられたものの，ラトヴィアではそ
れがより広い範囲に適用され，旧体制下における軍・警察関係者にも適用さ
れ，またラトヴィア・ナショナリズムの高揚に不安を覚え共産党メンバーシッ
プを確保し続けたロシア語系住民らにもこれは適用された（そもそも多くのロ
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23） ただしラトヴィアでの「右派」「左派」は民族問題に対する位置づけでも用いられるので，
ラトヴィア国内で同様の認識があるかは不明である。
シア語系住民には市民権が与えられていないが，公職追放者に対しては国籍取得プ
ロセスを経ての市民権取得も永久に禁じている）。ある試算によると追放対象はラ
トヴィア人口のおよそ 3 パーセントにさえのぼるといわれている（Brands-
Kehris 2010）。それとは別の，そもそも市民権を与えられなかった人口比率は
全国民の 30％程度にあたる（ただし彼らのような非市民権保有者は徐々に減って
きている）。
事実上，旧共産党関係者はその殆どが民主化後の政治に参加できなかった。
民主化後の左派的見解を集約する機能をもつ旧共産党関係者のエリートが政党
政治に参加できなかった事は，その後の政党政治において強力な左派政党が確
立し，政策上の差異に基づいて安定的な政党間競争を生み出すことを，阻害す
る要因の 1つとなった。
4.2.b 左派と少数民族集団の融合
近年のラトヴィア政治では，社会民主主義を標榜する政党として，「調和」
（以前は「調和センター」）という政党がある。組織的には連合の形態をとって
おり，一部が欧州レベルの社会民主主義グループに属しているが，これは政党
の性質としてはロシア語系住民のためのマイノリティ政党である。
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図 6：欧州各国の所得格差に対応する政府の役割の認識について
注：左に行くほど政府による格差対策を要求する回答が多い
出典：EES4データを元に筆者作成
ただし同党はラトヴィア系住民から見たときに投票先として選びづらい政党
でもある。同党の左派的なプログラムに基づき，支持するラトヴィア系住民も
いないわけではないのだが，圧倒的に少数派である。本点はやや特殊ラトヴィ
ア的な事情であろう。
このようなロシア人寄り政党と連携を組む事は，多くのラトヴィア系有権者
からは支持されない。独立直後に公職追放を逃れた旧共産党系のエリートの多
くは，その選挙戦略上ロシア語系住民の利益をまもる政党と連携した（たとえ
ばラトヴィア社会党）。この結果，ラトヴィア系有権者は仮に左派的イデオロギ
ーを有していても，その民族政策上の観点から当該政党を支持しない。1990
年代中盤には，中道的な政権政党がロシア語系住民寄りの政策に（欧州からの
圧力もあって）同意したが，その結果次の選挙で全議席喪失の憂き目にあった
（しかも総選挙 1 年前の世論調査では 1 番人気であったにもかかわらず）（中井
2015）。2000 年代には，ソ連併合以前の独立時代からの歴史を有する，ラトヴ
ィア社会民主労働者党が，ロシア語系政党との選挙提携を結んだ。同党も，か
つては国会に議席を有していたが，やはりこの対応をめぐって強く批判されて
国会での議席を全て失った。2011 年に議会解散提案権を行使して，国民から
熱狂的に支持された大統領が解散総選挙に出馬するために結成した政党は，同
選挙で圧倒的な票を集めたものの，選挙結果後のインタビューでロシア語系政
党との連立の可能性について示唆しただけで，議会が開かれる前におよそ 3割
の議員が脱党した（そしてその政党の支持率は一気に 1％未満まで下落してその後
消滅した）。
ラトヴィアのロシア語系住民は，相対的に経済的弱者が多いため，いわゆる
所得再分配的な傾向の政策との親和性が高く，左派的な理念をもつ政党・政治
エリートがロシア語系勢力との提携を志向するのは（短期的には）自然な流れ
のように思われる。しかし，このような行動はラトヴィア政党政治の文脈では
「悪魔にキスするに等しい」（Auers 2013）自殺的行為となる。その結果，ラト
ヴィアでは強力な左派政党の形成が非常に困難となった。
4.2.c 左派の代替としてのオリガルヒ勢力？
ではラトヴィア系の有権者であり左派的な経済政策を好む有権者はどうして
いるのか。1つの選択肢は政治参加を諦めて棄権することであるが，ラトヴィ
アの投票率はさほど低いわけではない。もう 1つの選択肢は，ラトヴィア系の
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諸政党のなかで相対的に左派的と思われる政党に対して投票することである。
先述の ESS4 における，政府は所得不均衡を是正するべきであるかという問
いに対し，「同意する」「強く同意する」と回答した者のみを対象に，その者た
ち（ロシア語系住民有権者含む）が過去にどの政党に投票したかを聴取すると，
その投票先として最も強く選ばれたのは緑・農民同盟であった。無回答と投票
権無しグループを除く同集団の 25.7パーセントの支持を集めており，これは
実際の選挙結果（前回選挙の 2006 年総選挙）で同党が得た得票率 16.7％よりは
るかに高い。政策意見ではなく具体的な所得分布ごとの投票実績をみても同様
の傾向で，第 5十分位の所得水準をもつ有権者までは圧倒的に緑・農民同盟へ
の支持が強い。
明確な（ラトヴィア系の）左派政党がない中で，ラトヴィアの貧困不満層が
期待を寄せているのが，その実オリガルヒ支配下にある緑・農民同盟であるこ
とは，一見非常に皮肉な状況である。しかし，広範な社会保障プログラムを通
じた再分配を期待できない以上，クライエンタリズムとポークバレルを通じた
個別的な政治的分配に期待するのは合理的な態度であろう。レンベルクスが極
めてグレーな世界の人間である事は 2007 年の逮捕劇（後に証拠不十分で釈放）
などを通じて広く知れ渡っているし，緑・農民同盟が実質的に彼の支配政党で
あることは少なくとも広く知られた事実である。しかし，ラトヴィアで「誰が
首相にふさわしいか」という世論調査が実施されるたびに，一貫して 1位を取
るのはレンベルクス当人である。「統一」のドンブロフスキス人気が絶頂にあ
った 2010 年ですら，同氏を抑えて 1 番人気の地位は揺らいでいない（Lulle
2010, LETA 2014c）。
ラトヴィアの非富裕層の緑・農民同盟支持傾向は経済危機後にも変わってお
らず，筆者が 2014 年総選挙前後にラトヴィアで実施した世論調査
24)
では，
「能力に応じた格差は許容されるか」という質問に「反対」「強く反対」と答え
た有権者グループ（すなわち左派的な政策志向をもつ有権者グループ）では緑・
農民同盟への支持が 17.1％で，先述の左派的なロシア語系政党に次いで高い
（2014 年にはロシア語系住民の市民権獲得が進んでいる事に留意)
25)
。また所得実
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24） データは（http://lps2014.sakura.ne.jp/）にて公開
25） なおこの数値は実際の選挙結果（19.5％）よりは少ない数値であるが，投票実績ではなく投
票意図で聴取していることに加え，ラトヴィア人調査員による対面調査で聞いているために，
Social desirability効果が働き，相当程度投票意図を隠した可能性がありうるだろう。
態としても傾向は明らかで，同選挙で議席を獲得した各政党支持者のうち，平
均家計一人当たり月収（ユーロ）は，緑・農民同盟支持者のそれが最低の 264
ユーロである（個人所得の場合も同様で，緑・農民同盟支持者の 322ユーロが最低
である）。
4.3 政治腐敗の影響
格差のもう一つの側面は，富裕層が富を集中的に有している面である。すで
に見たとおり，ラトヴィアのトップ 5％の富裕層は収入配分においてより有利
な位置にある。この背景に，富裕層の収入増大に規制をかけうる諸制度が不在
であることと，その諸制度の導入に対して決定権を有する諸政治家の多くが，
まさにそのような超富裕層のオリガルヒの影響下にあり（議員が高所得層に多
いこと自体は世界的に珍しくないかもしれないが），かつ政治腐敗の抑制にたいし
て極めて消極的な状況にあるため，自身の資金獲得のために国家財政政策を操
作する行為を抑制することが制度上困難である（各人の善意に期待するしかいな
い状況にある）ことが指摘できる。
現地の政党政治家らが，不透明な経緯によって不動産を取得したり，不動産
バブル時に多く設けたりしたこと，特殊な節税制度を立法し自身でその手段を
用いて脱税をしていること，多くの高所得者がこれらの恩恵に預かっているこ
と，などは現地報道でしばしば言及されることである（さらに危機終焉後の
「奇跡的な復活」後にこそこういった傾向が増加していることさえ指摘されている
［Sprinģe 2012］）。経済を過熱させ，超高所得層を優遇することが自己の便益と
なり，かつ政治権力を掌握している以上，それが触法行為となるような制度や
規制がなければ，格差が拡大するのは当然ですらある。
4.3.a 政治腐敗防止策への消極性
民主化後の中東欧各国では，それぞれの国家が順次政治腐敗や汚職を抑制す
るための制度・機関を導入してきた。無論，あらゆる諸制度を早期にすべて確
立した国は中東欧のいずれの国家にもなく，おおむね先進民主主義国に比べれ
ば汚職水準は高いものであったが，ラトヴィアは中東欧の中でも特に汚職抑制
措置が遅々としてすすまず，かつ低調であり続けてきた。
Grzymała-Busse（2007）によると，たとえばラトヴィアではオンブズマン制
度の導入や会計検査院・証券取引監視委員会等にあたる組織が導入されたのが
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非常に遅く，2000 年代に入ってからである。また，汚職予防対抗局が形成さ
れたのもEU加盟直前であるが，その政治的独立性については常に疑問にさら
されている。政府高官に限らず広く一般についても政治腐敗の影響は及んでお
り，もっとも顕著な例として，ラトヴィアの民主化後の公務員人員数増加率は
中東欧でもっとも高い（約 500％）。そして公務員採用にメリットシステムが導
入されたのは 2000 年代に入ってからである。すなわち，それまでは猟官制の
ように，政権政党であったラトヴィアの道や人民党によって，政治的支持の見
返りとして多くの公務員ポストが創出されて地位供与がなされていた。緊縮財
政推進時に「統一」が，多くの公務員の首を切りつづけた背景にはこういった
事情もあると考えられる。公務員はもとより自党の支持層ではなく，その切捨
ては政治的損失には繋がらないためである。
彼女の指摘によれば，このように汚職を抑制する制度が存在しない，ない
し，その導入が遅れたのは，頑健な野党が存在しないことに由来する。政権政
党から見て，強力で政権獲得可能性がある野党勢力が存在する場合，たとえ現
在の自党の権力に制限を加える事になろうとも，ライバル政党が政権に就いた
際に彼らの手を縛る諸制度をあらかじめ導入しておくことが（そして自分が影
響力を相対的に強く行使できるうちに制定してしまった方が），万が一選挙に敗北
した後にも，政敵の手を縛り，ひるがえって自らの政権復帰を容易にする。と
ころが強力かつ頑健な野党が不在である場合，このようなインセンティブは発
生しない。政権政党は自身の権力を思いのままに用いて，自党（および自己）
の便益を追求することが（狭い意味で）合理的な行動となる。
先述したように，ラトヴィアでは政党システムの流動性が激しく，確固たる
野党が存在しない。また，政党のラベルこそ頻繁に変わるものの，基本的には
一部少数勢力の影響下にある政党が一貫して政権に関与し続けている。先述の
研究では，EU加盟交渉がなければラトヴィアではこういった制度が導入され
なかった可能性すら示唆されている。
現在のラトヴィアでは，有権者が支持政党を決める際の基準は，まず「ロシ
ア人か否か」で判断し，次に「オリガルヒか反オリガルヒか」で判断してい
る，という指摘がある（Auers 2013）。その点，唯一，一貫して反オリガルヒ
を唱道するのは，現政権与党の「統一」であるが，ある勢力を追放しようと奮
戦することは，自身が汚職と無関係であることを保証しない。たしかに同党は
特定オリガルヒの影響下にはなく，その反汚職の旗色を前面に出すことで多く
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の有権者から支持を集めていた。
ところが「統一」の前身たる「新時代」自体，常に人民党やラトヴィア第一
党らと対抗していたかといえばそうではなく，格差拡大を招いた諸政権にも連
立でしばしば参加していたし，今日の「統一」にとってもっとも重要な連立パ
ートナーはレンベルクスの影響が強い緑・農民連合である。また「統一」結成
の際に合流した一部小政党の多くは，元々人民党からの離脱勢力である。「統
一」が汚職予防対抗局を浸食しているという指摘もあり，2013 年末には職務
放棄と「統一」の政治活動ばかりしている咎で副局長（計 2名）の一人（Juta
Strīķe）が解任されたが，「統一」政権は同局に圧力をかけてこの解任を無効化
し，彼女を再任させた（Delfi.net 2014）。このやりとりは 2度にわたって繰り返
され，局長（Jaroslavs Streļčenoks）に対して「能力に疑いがある」という名目
で解任しようとする動きがライムドゥオタ・ストラウユマ（Laimdota Strau-
juma）政権から提示された（Kristovskis and Valtmane 2015）。この動きは社会
的に大きな着目を集め，局長に対する「統一」からの政治的報復とみなす見解
もあり反発も大きかったことから，最終的に同局長はその職にとどまったもの
の，時の政権が政治腐敗を抑止する組織の局長解任を動議するという構造的に
は 2007 年の状況に類似した状況が招来された。爾来，「統一」が掲げてきたの
は，厳密には反汚職ではなく反既存オリガルヒであった（ただし，蜜月関係に
ある緑・農民同盟はその攻撃対象からはずれてきた）。その目的を穿ってみれば，
特定オリガルヒ個人数人に集中している政治的果実を，自勢力の物のするため
の戦略にすぎなかった可能性もある。なお本件以降，複数の要因もあって，同
党の人気は凋落し，2016 年現在は閾値の 5％を超えられるか否か微妙なライン
にいる。
4.3.b 政党助成金の不在と経済権力による政治支配
すでに繰り返し述べてきたとおり，ラトヴィアの政党は多くがオリガルヒの
影響下にあった。計画経済から自由経済に移行する過程で，このような勢力が
現れること自体はポスト共産主義諸国で広く観察される傾向である。政治権力
に近接することが私的便益を最大化するもっとも効率的な手段である以上，そ
のような状況下で育成される政治エリートの多くが，同時に自己の経済的便益
の追求のために政治的決定を私物化するという論理は，なにもラトヴィアに限
ったことではない。
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だがラトヴィアには，オリガルヒの政党支配をより助長する特徴があった。
それは中東欧で唯一，政党助成金が近年まで存在しなかったことである。一般
に一定の資金を必要とする政治活動において，政党助成金制度は政治家が金策
に奔走しないでおくため（ひいては政治腐敗を抑制するため）の防止弁としての
役割を有する。もし，当選した政党が安定的な資金補助を国家から受けられな
ければ，政党政治家たちはどこか別のところに資金源を求めなければならな
い。共産主義時代に多様な社会団体・中間団体が破壊され，利益団体の活動が
低調な共産圏においては，中間団体による資金援助・献金も期待できないか
ら，その供給先として企業（家）が頼られるのは必定ですらある。その際，資
金源が特定の企業（家）に集中するならば，その政治活動は当該企業（家）の
意向抜きには成す事が不可能となり，政党は特定企業グループの政治部局の地
位に成り下がる。これがかつてのラトヴィアで見られた，そして現在でもその
残滓の見られる，政治状況である。
大企業グループが求めるのは，より資本再生産的な社会状況であるから，企
業家・富裕層の所得増大に制限を賭けるような制度を導入する事は提案できな
いし，また表向き主張していても実際に行う事はできない。そのような事をす
れば資金援助は打ち切られ，政党としての活動が不可能になる。このことが，
ラトヴィアの格差是正措置の低調さの一因であると解することができよう。
4.4 左派政党と政治腐敗のどちらが重要な要素か？
ラトヴィアの格差の拡大・放置に対して，左派が不在であることと，政治腐
敗の影響があることの，どちらが重要なファクターであるのかは現時点では判
然としない。他の中東欧諸国との比較を見る限り，双方ともに重要な影響力を
与えていると考えられ，場合によっては両者の相乗効果が存在する可能性も想
定される。
冒頭で述べたように，経済成長に伴う格差の拡大自体は中東欧全体に共有さ
れている傾向である。だが，多くの国は「強力な左派政党はいないが汚職抑制
が浸透している」か「汚職抑制が遅れているが強力な左派政党が存在する」の
どちらかに位置している。
例えばエストニアはラトヴィアに比してはるかに自由主義的な政権を長期に
わたって維持しており，ラトヴィアと類似の理由に基づいて強力な左派政党は
存在していないものの，その政治腐敗に対する対策は中東欧でも抜き出ている
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（CPI スコアも中東欧内で最良である）。すなわち，政権エリートの自己便益に資
する様な国家財政の収奪は制度的に禁じられていたため，増加する税収は国家
財政に多く貯蓄され，また一部は社会保障費の増額として用いられた。実際
に，エストニアのジニ係数はバブル景気時にむしろ減少しており，現状ではラ
トヴィアほどの格差を示していない。反対に現在のルーマニアはラトヴィア以
上に政治腐敗が深刻な国と見られているが，強力な左派政党が存在しており，
そのジニ係数は中東欧内では中間的な粋にある。2000 年代前半には上昇傾向
にあったものの，経済危機前後に減少傾向に転じている。ポーランドも CPI
スコア上は，相対的に汚職が強いと見做されているが，近年までは左派勢力の
議席率が高く格差はむしろ減少傾向にあった。これらの 2要素どちらも有さな
い国家としては，スロヴェニアとチェコがあげられるが（両国とも，強力な左
派政党が存在し，CPI スコアなども良いパフォーマンスを示している），この両国
は欧州全体の中でも極めて経済格差の小さい国家である（図 5参照）。
ラトヴィアは，左派政党の不在と，汚職程度の強さという，二つの要素を同
時に併せ持つ国家であった。そうであるがゆえに，中東欧諸国の中でも，突出
した格差を示すに至ったと考えることができるだろう。2000 年代に強力な左
派政党を有さず，かつ汚職程度の強い国としては，ブルガリアもあり，現在こ
のブルガリアの格差水準は猛烈な勢いで上昇している。ブルガリアでもラトヴ
ィアで起きていた事と類似した現象が発生している可能性が考えられるかもし
れない。
5. 結 論
本稿は新たに自由主義経済に組み込まれ急速な成長を果たしてきた中東欧
圏，とくにラトヴィアを対象に，その成長にともなう政治経済上の課題につい
て論じてきた。すでに市場経済の確立に成功したEU加盟以降の近年について
言えば，自由主義改革への適合度は経済活動に重大な影響を及ぼしておらず，
むしろ政府や議会が統制する財政政策の影響が大きい可能性が見出された。さ
らに近年の成長は，同時に格差を招来する結果にも繋がっていることが明らか
になり，その成長と平等性のバランスが問題になってきた。
ラトヴィアは，これらの課題をもっとも顕著に示す例であった。もっとも急
速な速度で成長を果たした国家であったが，同時にその経済崩壊の程度ももっ
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とも深刻なものであり，これらの地域の経済成長の脆弱性をもっとも顕著に表
す一例となってしまった。さらにその格差は中東欧の中で突出しているだけで
なく，欧州全体からみてももっとも格差の激しい国家であった。
そこで本稿は，どのような政治的要因がその背景にあるのか分析を行った。
無論，その要因は単一の原因に帰する事は無論できない。急速な成長の破綻に
関していえば，労働賃金上昇に伴う国際競争力低下や EU構造基金の流入によ
るインフレなどの，中東欧全体に共通する構造的要因もあった。だが，ラトヴ
ィアの変動をさらに激しくしたのは政府による pro-cyclic な財政政策であっ
た。ここで重要なのは，単に政権が右か左か，といったわかりやすい党派性の
影響ではなく，どのような性質の政党間競争があり，どのような性質の政治エ
リートが政権に与り，どのような振る舞いを彼らが財政政策において取ったか
という事である。オリガルヒの影響下にある国内金融機関は安直な与信を行
い，バブル経済を招来し，財政引き締めを行うべきバブル経済期にあって，人
民党を中心とする政権与党はむしろ財政支出を拡大させ（そしてそのような選
挙前のばらまきは，人民党以前より実施されていた）バブル経済を過熱させた。
過剰に不安定な政党システム下で，類似の政党が双方有権者を奪い合う状況に
あっては，ばらまき型の財政政策は一定の効果を持っていた。
強烈な成長の陰で格差も拡大していた。社会主義経済から自由市場経済に移
行した以上，格差の拡大は不可避な傾向であったとはいえ，ラトヴィアのそれ
は近隣諸国以上に速いペースで跳ね上がった。左派的なプログラムを備えた頑
健な野党が存在せず，かつ（あるいはそれゆえに）政治腐敗を抑制する装置が
脆弱な中で，政権与党はオリガルヒ勢力の影響を強く受け続けた。経済危機後
に一定の制限を加える動きは進展したが，高所得者に過剰に有利な制度設計が
維持されており，依然としてその格差水準は極めて高く，貧困の程度は欧州内
ではもっとも強い域にありつづけている。
両側面の背景に共通して存在するのが，少数の政党間による安定的な政権競
争が存在しないラトヴィアの政党政治の特徴である。中東欧の中でも特に不安
定な政党システム下で，政策プログラムに依拠した安定的な支持獲得が難しい
状況では，個人支配とポークバレルが重要な支持確得戦略となり，その横行が
放埓な財政政策を生み出した。代替的な政策プログラムを提示することで政権
を狙う頑健な野党が不在であるがゆえに，政治腐敗を予防する諸制度の導入が
遅れ，格差是正への圧力も低調なまま推移した。ラトヴィアの政党政治が流動
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的かつ不安定な理由は，本文中で言及した政党助成金制度の他にも，比較的選
挙区定数の大きい選挙制度や戦間期政党政治の歴史などの要因もあることか
ら，一意に定まらない。さらには，ラトヴィアが中東欧諸国の中でも突出して
多くの旧体制エリートを排除した経緯も影響を及ぼしている。もしも，新たな
時代への期待を込めて四半世紀前に下した決定が，現在もなお同国に住まう多
くの人々の経済生活を苦しめる遠因となっているならば，歴史の皮肉というよ
り他ない。
いずれにせよ本稿が示したのは，ラトヴィアの政治経済分析を通じて，同国
の経済現象が純粋に経済的原理のみによって規定されているのではなく，むし
ろ政治的要因によっても多く特徴づけられているという点である。同様の観点
は，ラトヴィア 1国分析を超えて有効な視点であろう。
〈謝辞〉
本研究は科研費（2610515：「東欧・バルト諸国の政党政治と経済発展様態の相互
関係」）の助成を受けた。研究会での報告機会を下さった垣川惠一先生と，有益な指
摘を下さった名の匿名レフリーに謝意申し上げる。無論，全てのありうるべき誤
りは筆者に属する。
〈参考文献〉
Auers, Daunis（2013）DLatvia,EIn Sten Berglund et al eds. The Handbook of
Political Change in Eastern Europe 3rd Edition, Edward Elgar, 85-109.
Balcerowicz, Leszek（2016）Institutional Systems, Policies, Inequalities. The keynote
speech at the 24th IPSA World Congress of Political Science, Poznań, Poland. 28
July 2016.
Bengtsson, Arne（2011）DThe Berlusconi Recovery Takes Place in Silence,EBaltic
World, 4(2), 28-29.
Bloomberg（2010）IMF Received Threats During Latvian Mission in 2008, 11
October, 2010.
Brands-Kehris（Kehre）, Ilze（2010）DCitizenship, Participation and Representa-
tion,EIn Nils Muiznieks ed. How Integrated is Latvian Society? An Audit of
Achievements, Failures and Challenges,（University of Latvia Press, 93-124）
［originally published as DPilsonība, līdzdalība un pārstāvniecība,EN.Muižniek red.
Cik integrēta ir Latvijas sabiedrība? Sasniegumu, neveiksmju un izaicinājumu audits
立教法学 第 94 号（2016)
202（75）
（LU akadēmiskais apgāds, 95-125）］.
Brücker Herbert, Stella Capuano and Abdeslam Marfouk（2013）. Education, gender
and international migration: insights from a panel-dataset 1980-2010, mimeo.
Delfi.net（2014）DDombrovskis atceļ rīkojumu par Strīķes atlaišanu; Streļčenoks
pikts,EDelfi.net, January 7th 2014.
http://www.delfi.lv/news/national/politics/dombrovskis-atcel-rikojumu-par-
strikes-atlaisanu-strelcenoks-pikts-plkst1511.d?id=44014802
Drahokoupil, Jan（2009）Globalization and the State in Central and Eastern Europe,
Routledge.
Dutkiewicz, Piotr and Grzegorz Gorzelak（2013）DThe 2008-09 Economic Crisis:
Consequences in Central and Eastern Europe,Ein Joan DeBardeleben and Crina
Viju eds. Economic Crisis in Europe: What it Means for the EU and Russia,
Palgrave. 217-237.
Economist Intelligence Unit（2000）EIU Country Profile 2000: Latvia, EIU.
Goldmanis,Maris（2013）DModern day Latvia,Ein a blog entitled Latvian History, 13
July, 2013.
http://latvianhistory.com/2013/07/13/modern-day-latvia/
Graham, Todd（2006）DWorld Bank sites labor issues as challenge for Baltic
Growth,EThe Baltic Times, vol.10 #527（October 5 2006）, 8.
Graham, Todd（2006b）DLetʼs welcome to the NBaltic TigerO,EThe Baltic Times,
vol.10#534（Novembr 23, 2006）, 10.
Grotz, Florian and Till Weber（2012）DParty Systems and Government Stability in
Central and Eastern Europe,EWorld Politics, 64（4）, 699-740.
Grzymała-Busse, Anna M.（2007）. Rebuilding Leviathan: Party Competition and State
Exploitation in Post-communist Democracies, Cambridge UP.
東島雅昌（2012）「権威主義体制における選挙景気循環：グローバル・データを用い
た実証分析」久保慶一・河野勝編『民主化と選挙の比較政治学：変革期の制度形
成とその帰結』勁草書房，41-71.
堀江正人（2013）「ラトヴィア経済の現状と今後の展望 リーマンショック後の経済
危機を克服し 2014 年にユーロ導入」三菱 UFJリサーチ &コンサルティング調査
レポート．
Ikstens, Janis（2008）DLatvia,EEuropean Journal of Political Research, 47, 1039-47.
Johansson, Karl M.（2014）DThe Emergence of Conservative Parties in the Baltic
States: New Parties, Party Entrepreneurs and Transnational Influence,EIn
Nicholas Aylott ed. Models of Democracy in Nordic and Baltic Europe, Ashgate,
ラトヴィアのバブル経済崩壊と格差の政治的起源：東欧EU諸国における政治経済現象の極端例として（中井 遼)
201（76）
77-115.
小山洋司（2011）「中東欧新規EU加盟国の経済危機：バルト 3国を中心に」『比較
経済研究』，47，39-49．
Knell,Mark andMartin Srholec（2007）DDiverging Pathways in Central and Eastern
Europe,EIn D. Lane and M. Myant eds. Varieties of Capitalism in Post-communist
Countries, Palgrave.
Kolyako,Nina（2010）DIMF experts fled fromLatvia in 2008 after receiving threats,E
The Baltic Course, 11 October, 2010.
http://www.baltic-course.com/eng/finances/?doc=32551
Kreisie Patrioti（2013）DAve Lat grupa,EKreisie Patrioti Zinas, 7. oktobris.
http://www.kreisiepatrioti.lv/zinas/175-ave-lat-grupa
Kristovskis, Gatis and Ella Valtmane（2015）DStraujuma to set up a commission to
assess Strelcenoks' performance in 2014,ELETA, 5 January, 2015.
http://www.leta.lv/eng/home/important/75EFC169-0487-440F-A653-
DDF10E91992D
Lane, David and Martin Myant eds.（2007）. Varieties of Capitalism in Post-
communist Countries, Palgrave.
LETA（2014a）DŠķēle pārdod atkritumu biznesu,ENeatrīgas Rīgas Avīze, 4. marts
2014, http://nra.lv/ekonomika/112638-skele-pardod-atkritumu-biznesu.htm
LETA（2014b）DLatvian ex-Prime Minister sells his security business,EBaltic New
Network, April 14, 2014.
http://bnn-news.com/latvian-ex-prime-minister-sells-security-business-112480
LETA（2014c）DAptaujā Ušakovs atzīts par populārāko premjera amata kandidātu;
nedaudz atpaliek LembergsELatvijas Avīze, 2 October, 2014.
http://www.la.lv/aptauja-usakovs-atzits-par-popularako-premjera-amata-
kandidatu-nedaudz-atpaliek-lembergs/
Levine, Ross, and David Renelt（1992）A Sensitivity Analysis of Cross-Country
Growth Regression, American Economic Review, 82（4）, 942-963.
Lulle, Baiba（2010）DPar premjeru vēlas Lembergu, Dombrovski, Sudrabu,ENRA.lv
（Neatkarīgā Rīta Avīzeʼs website）, 19 May 2010.
http://nra.lv/latvija/politika/23249-par-premjeru-velas-lembergu-dombrovski-
sudrabu.htm
Martina, Ieva and Ramunas Bogdonas（2012）DInside Vladimir Antonovʼs Reckless
Gamble with the Baltic Banks,ERe:Baltica, 5 June 2012.
McCarty, Nolan, Keith T. Poole, Howard Rosenthal（2012）Political Bubble:
立教法学 第 94 号（2016)
200（77）
Financial Crises and the Failure of American Democracy, Princeton UP.
Myant, Martin and Jan Drahokoupil（2011）Transition Economies: Political
Economy in Russia, Eastern Europe, and Central Asia, Wiley.
中井遼（2015）『デモクラシーと民族問題：中東欧・バルト諸国の比較政治分析』勁
草書房．
中井遼（2016）「リトアニア・ラトヴィア−東欧のE（Im）migration 問題の極端例
として」，岡部みどり編『人の国際移動とEU 地域統合は「国境」をどのように変
えるのか？』法律文化社．
Norgaard, Ole, Ilze Ostrovska, and Ole H. Hansen,（2000）DState of the State in Post-
communist Latvia: State Capacity and Government Effectiveness in a newly
Independent Country,Epaper presented for the ECPR joint sessions of workshop,
14-19 April 2000.
Peach, Gary（2007a）DPessimism takes over economic outlook,EThe Baltic Times,
January 25, 12.
Peach, Gary（2007b）DLatvian bank analysts strike back atNoverheating hysteriaOE
The Baltic Times, February 7.
Peltzman, Sam（1992）DVoters as Fiscal Conservatives,EQuarterly Journal of
Economics, vol.107, 327-361.
Petrova, Alla（2011）DSlessers, Skele, and Lembergs may have bought Diena via
Rigas tirdzniecibas osta,EThe Baltic Course, 12 October 2011.
http://www.baltic-course.com/eng/transport/?doc=47109
Purs, Aldis（2012）Baltic Facades: Estonia, Latvia and Lithuania since 1945,
Reaktion Books.
Rose, Richard and Neil Munro（2009）Parties and Elections in New Europe
Democracies, ECPR Press.
仙石学（2013）「中東欧諸国における「ネオリベラリズム的改革」の実際：「さらな
る改革」が求められるのはいかなる時か」，村上勇介，仙石学編『ネオリベラリズ
ムの実践現場：中東欧・ロシアとラテンアメリカ』京都大学学術出版会．
Solt, Frederick.（2009）DStandardizing the World Income Inequality Database,E
Social Science Quarterly. 90(2), 231-242.
Spriņģe, Inga（2012）DThe Hidden Side of Latviaʼs Success Story,ERe:Baltica, 16
October, 2012.
The Baltic Times（2006a）DRobinhood Reversed,EThe Baltic Times, vol.10 #530
（October 26, 2006）, 15.
The Baltic Times（2006b）DIMF urges Latvia to curb Lending,EThe Baltic Times,
ラトヴィアのバブル経済崩壊と格差の政治的起源：東欧EU諸国における政治経済現象の極端例として（中井 遼)
199（78）
vol.10#529（October 19, 2006）, 12.
The Baltic Times（2006c）DHansabank: Balts should curb lending,EThe Baltic
Times, vol.10#534（Novembr 23, 2006）, 10
The Baltic Times（2007a）DWorld Bank chimes in on overtheating,EThe Baltic
Times, February 1, 2007, 12.
The Baltic Times（2007b）DKaltivtis asks Latvians to Stop Spending,EThe Baltic
Times, June 7, 2007, 12.
The Baltic Times（2011）DNationwide sweep compromised by leak,EThe Baltic
Times, June 1, 2011.
UNICEF（2012）Children of the Recession: The impact of the economic crisis on child
well-being in rich countries, UNICEF.
立教法学 第 94 号（2016)
198（79）
